
 
 

 

 

１ 愛知県住生活基本計画 2020（現行計画） 

愛知県の住まい・まちづくり施策のマスタープランである「愛知県住生活基本計画

2020」（第２期）を住生活基本法第 17条に基づく法定計画として、平成 24年 3月に

策定。 

○ 計画期間：２０１１(Ｈ２３)年度～２０２０(Ｈ３２)年度 

○ 計画概要：  

・ 基本的な方針：安全・安心で住み続けられる住まい・まちづくりの実現 

・ 目標：自然災害に強い住まい・まちづくり 等 

・ 施策：サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 等 

・ 計画期間中の公営住宅募集戸数（6万戸）等 

２ 計画の見直し 

現行計画策定から５年経過し、社会情勢等の変化を踏まえ、現行計画を見直す。 

○ 計画期間：２０１６(Ｈ２８)年度～２０２５(Ｈ３７)年度（予定） 

○ 検討体制：  ◆有識者懇談会（「減災・環境」、「地域まちづくり・住宅市場」、 

「住宅セーフティネット」の各分科会を設置） 

          ◆地域住宅協議会（県、市町村、ＵＲ等） 

          ◆庁内調整会議 

 

 

＜見直しの背景＞ 

・住生活基本計画（全国計画）の見直し（平成 28年３月） 

・あいちビジョン2020、まち・ひと・しごと総合戦略、地域強靱化計画の策定 等 

＜社会情勢の変化＞ 

・住まい・まちづくりの状況の変化 

切迫する自然災害、住宅ストック及び空き家の増加、少子高齢化、 

他の大都市圏と比べ緩やかな人口減少、ゆとりある住環境 等 

・これからの住まい・まちづくりの課題 

南海トラフ地震対策、子育て世帯への対応、地球環境保全、空き家対策、 

中古住宅市場活性化、リニア開業等を踏まえたまちづくり 等 

 

 
 

３ 新しい住まい・まちづくりビジョン有識者懇談会及び分科会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ スケジュール（予定） 

平成 29年 12～１月  パブリックコメント（30日間） 

 ２月  法定協議等（国・市町村） 

 ３月  計画策定・公表 

第２回開催 平成 27年 11 月 27 日 （TKP ガーデンシティ名古屋新幹線口） 

第３回開催 平成 28年 ２月 ８日 （名古屋ダイヤビルディング） 

【有識者】 

 後藤 澄江  日本福祉大学教授（座長） 

 松山 明  中部大学准教授 

住宅セーフティネット分科会 
 

 

【ゲストアドバイザー】 

杉本 みさ紀 公益社団法人愛知共同住宅協会 理事 

近澤 攻 (NPO)名古屋市民生活支援センター理事長 

（代理出席 事務局長 吉識 美奈子） 

地域まちづくり・住宅市場分科会 

第２回開催 平成 27年 11 月 25 日 （TKP ガーデンシティ名古屋新幹線口） 

第３回開催 平成 28年 １月 26日 （愛知県産業労働センター ウィンクあいち）

【有識者】 

 小松 尚  名古屋大学准教授（座長） 

 家森 信善  神戸大学教授 

 

  

【ゲストアドバイザー】 

片田 一幸 （一社）リノベーション住宅推進協議会 

東海部会 理事 

木村 真樹 コミュニティー・ユース・バンクmomo代表理事 

馬場 研治 （一社）東海住宅産業協会 理事長 

第２回開催 平成 27年 12 月７日 （安保ホール） 

第３回開催 平成 28年 ２月５日 （愛知県産業労働センター ウィンクあいち） 

【有識者】 

 井戸田 秀樹 名古屋工業大学教授 

 奥宮 正哉 名古屋大学教授 

 福和 伸夫 名古屋大学教授（座長） 

 

 

【ゲストアドバイザー】 

伊藤 修 愛知県住宅関連産業協議会 

（トヨタホーム株式会社 専務取締役） 

瀧川 正子 (NPO)なごや東山の森づくりの会 代表 

減災・環境分科会 

第１回開催 平成 27年 ９月１日 （名古屋ダイヤビルディング） 

【有識者】 

 井戸田 秀樹  名古屋工業大学教授   小松 尚  名古屋大学准教授 

 奥野 信宏   中京大学理事・学術顧問（座長）  福和 伸夫  名古屋大学教授 

 奥宮 正哉   名古屋大学教授    松山 明  中部大学准教授 

 後藤 澄江   日本福祉大学教授   家森 信善  神戸大学教授 

有識者懇談会・分科会合同会議 

愛知県住生活基本計画の検討経緯について 

（五十音順・敬称略）

資料１ 



 
 

 

 

 
 

 

大きな被害が予測されている南海トラフ地震

に対し耐震化と復興の備えに力を入れる必要 

地震時等に大規模火災のリスクが高い著しく

危険な密集市街地について改善が必要 等

省エネへの対応は、健康にも資する間接効果

も含めて普及啓発が必要 
県内の木材産業が衰退しており一部地域で製

材所がなくなる影響もでている 等

主な有識者意見

空き家について、利活用と不良ストックの除

却が必要で、その推進のためにも実態把握が

必要 
人口減少により郊外住宅地の居住密度が低下

し、居住環境が悪化していくおそれがある 等 

資産形成前提の住宅建設は、適正な評価を残

すことが重要 等 

東京圏や大阪圏に比べ、比較的広い住宅、三

世代同居割合が多いなど子育て世代に魅力あ

る住環境といった強みを生かす必要 
独居高齢者の増加への対応が喫緊の課題 

地域包括ケアについて、住宅と医療福祉が結

び付いたようなモデルが必要 

増設が難しくなってきている公営住宅の役割

の一部を民間賃貸にも分担させていくことが

必要 等 

現状と変化

 

 南海トラフ地震はじめ切迫する自然災害 

今後30年以内の発生確率 

東海地震 88％  東南海地震70％ 

 

 家庭部門で大きなエネルギー消費 

COP21における日本の約束草案  

2030年度のCO2排出量を2013年度比26.0％減 

家庭部門の削減目標マイナス39% 

 
 

 

 自然増・社会増を維持しつつも減少基調が予

想されている人口・世帯数 

2020年まで人口増加（本県人口ビジョン） 

2020年の本県人口見通し 7,469千人 

 

 リニア開業を見据えたまちづくりへの対応 

2027年リニア中央新幹線開業 

東京－名古屋間の移動時間が約40分に短縮 

 

 充足する住宅ストックと空き家の増加 

2008年から2013年にかけて空き家が増加 

2013年 空き家戸数 422,000戸 

 

 住宅確保要配慮者などの居住安定確保 

民間賃貸住宅における入居制限 

入居制限を行っている家主 19.6％ 2010年 

 

 世帯類型の変化、単身世帯の増加 

2010年には単身世帯が最も多い世帯累計となる 

単身世帯 2010年 92万世帯 

 

 少子高齢化の進行、増え続ける高齢者人口 

2025年には高齢者単身世帯が高齢者夫婦のみ世帯 

を上回る見通し 
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住まいの安全と安心の確保 

○ 大規模な災害に備えて住宅・建築物が安全で、災

害後の復興も見据えた強い住まい・まちづくり 
 

○ 高齢者・障害者にとってバリアフリーで暮らし

やすい居住環境の整備 
 

○ 低額所得者など住宅の確保に配慮を要する人た

ちの公的、民間賃貸における住まいの確保 
 

必要な世帯に必要な住まいが供給される 

○ 地域材を生かし、長く使え、資産として継承で

きる良質な住宅ストックの形成 
 

○ リフォーム・リノベーション市場の活性化等に

よる既存住宅が円滑に流通する環境の実現 
 

○ 地域の実情を踏まえた空き家の活用や除却の推進 

リニア開業を見据え、愛知らしさを生かす住まい・

まちづくり 
○ ゆとりある住環境や豊かな自然環境を生かした

環境にやさしく、暮らし続けられる住まい・ま

ちづくり 
 

○ 県外からも人が集まる魅力あるまちづくりと良

好な市街地の整備 

懇談会・分科会における主な意見等 住まい・まちづくりの方向性 
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